20　　年　　月　　日

九州電力送配電株式会社　殿
電力系統への発電設備の連系に関する申込みについて（ＦＩＴ認定設備以外用）
貴社電力系統への発電設備を連系いたしたく、「電力品質確保に係わる系統連系技術要件ガイドライン」、「電気設備の技術基準の解釈」及び貴社の「託送供給等約款」等を了承のうえ、下記のとおり申込みます。なお、申込手続きは下記の申込代行者及び電気工事組合に委託します。
	申込先事業所
	　　　　　　　　　　　　事業所

	ご契約者氏名
（発電者氏名）
	㊞


	ご契約者住所
（発電者住所）
	〒
（TEL　　　　　　　　　　）

	発電所名
	

	発電場所住所
	〒
	電柱番号
	

	受電地点特定番号
	

	お　申　込　内　容
	 新　設 ・再点注１ ・ 発電設備の変更 ・ 撤去 ・ 名義変更 　　　　　　　　　　　　　　　　　

	発電設備の種類・出力
	種　　類〔同期・誘導・直流〕
種　　別（太陽光、風力、中小水力、地熱、バイオマス、燃料電池、蓄電池）

定格出力注２
ｋＷ

	希望日

（連系・変更・撤去）
	　　　　　年　　月　　日
	申込代行者（連絡者）
（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　 ）

（TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　  ）
（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　　　　 　　　　 　　　　  　 ）


九州電力送配電への逆潮流　　〔　有　・　無　〕
（注）１．設備残置のまま解約していた発電設備を再開する場合。

２．定格出力については、逆変換装置使用の場合、逆変換装置出力（インバータ出力）と発電設備出力の
いずれか小さい方の出力を記入。
　　

≪九州電力送配電記入欄≫
様式１
(2020.10.1版)

〔添付資料〕各１部（正）
	様式
	添付資料
	新設

発電設備の変更
	再点
名義変更

	様式１－１
	発電設備運転状況
	○注１
	

	様式１－２
	系統連系資料（太陽光発電）
	○
	

	様式１－３
	系統連系資料（太陽光発電以外）
	○注２
	

	
	系統連係資料（太陽光発電・蓄電池設備同時併設）
	○注２
	

	様式１－４
	保護装置関連設備チェックリスト
	○注３
	

	様式１－５
	系統保護装置整定値検討データ、連絡体制
	○
	○注４


〈注〉１．様式１－１は、低圧連系における以下の場合、提出不要です。
            ①余剰配線での余剰売電形態における蓄電池設置の場合

　　　　　　 （ただし、蓄電池へ充電した電気をすべて自家消費することが確認できる場合に限る）

　　　　　 ②自家用発電設備または蓄電池のみを当社の低圧電線路へ連系を希望される場合

                     (逆潮流防止リレーを設置し、系統への逆潮流が発生しない場合に限る)
２．蓄電池の申込みについて、蓄電池単独で申込む場合は、様式１－３（太陽光発電以外）を提出してください。
なお、パワコンの負荷側に太陽光と蓄電池を同時併設（一体型パワコン）する場合の蓄電池の申込みは、様式１－３（太陽光発電・蓄電池設備同時併設）を提出してください。
３．様式１－４は、低圧連系の場合に限り、提出不要です。

４．様式１－５は、再点や名義変更の場合には、連絡体制の欄のみ記入して提出してください。

５．電力新増設に関する場合は、「電力使用申込書」、「電力販売に関する申込書（売電先が九州電力送配電株式会社ではなく、小売電気事業者の場合は、発電量調整供給兼基本契約申込書）」もあわせて提出してください。

６．ＪＥＴ、ＪＩＡ、ＪＨＩＡ認証品以外の場合は、「発電設備の仕様書」、「システム仕様書」、「代表試験成績書（保護装置等）」、「個別試験成績書（保護装置等）」もあわせて提出してください。


１．サイバーセキュリティ対策（お申込者さまにて記入）
	対策
	□
	外部ネットワークや他ネットワークを通じた発電設備の制御に係るシステムへの影響を最小化する対策を講じている。

	
	□
	発電設備の制御に係るシステムには、マルウェアの侵入防止対策を講じている。

	
	□
	発電設備に関するセキュリティ管理責任者は、発電者情報と同一である。

※同一ではない場合（ 氏名：                          連絡先：                     　 ）


	
【個人情報の利用目的】

当社が取り扱う個人情報は、当社定款記載の次の事業において、契約の締結・履行、資産・設備等の形成・保全、商品・サービスの開発・改善、当社および当社グループ会社の商品・サービスに関するダイレクトメール等によるご案内その他これらに付随する業務を実施するために必要な範囲内で利用させていただきます。

（1） 電気事業

（2） 電気通信事業
（3） 不動産の売買、賃貸借および管理

（4） 前各号に付帯関連する事業



【個人情報の共同目的】

	項　目
	

	· 共同利用する者の範囲
	· 当社は以下の者との間でお客さまの個人情報を共同で利用することがあります(注1)。

· 小売電気事業者(注2)
· 一般送配電事業者(注3)
· 電力広域的運営推進機関(注4)
· 需要抑制契約者(注5)

	共同利用の目的
	1 託送供給契約又は発電量調整供給契約（以下「託送供給等契約」といいます。）の締結、変更又は解約のため

2 小売供給契約（離島供給及び最終保障供給に関する契約を含む。）又は電気受給契約（以下「小売供給等契約」といいます。）の廃止取次(注6)のため

3 供給(受電)地点に関する情報の確認のため

4 電力量の検針、設備の保守・点検・交換、停電時・災害時等の設備の調整の調査その他の託送供給等契約に基づく一般送配電事業者の業務遂行のため

5 ネガワット取引に関する業務遂行のため

	共同利用する

情報項目
	1 基本情報：氏名、住所、電話番号及び小売供給契約等の契約番号

2 供給(受電)地点に関する情報：託送供給等契約を締結する一般送配電事業者の供給区域、離島供給約款対象、供給(受電)地点特定番号、託送契約高情報、電流上限値、接続送電サービスメニュー、力率、供給方式、託送契約決定方法、計器情報、引込柱番号、系統連系設備有無、託送契約異動年月日、検針日、契約状態、廃止措置方法

3 ネガワット取引に関する情報：発電販売量、需要調達量、需要抑制量、ベースライン(注7)

	共同利用の

管理責任者
	1 基本情報：小売供給等契約を締結している小売電気事業者（但し、離島供給又は最終保障供給を受けている需要者に関する基本情報については、一般送配電事業者）
2 供給(受電)地点に関する情報：供給(受電)地点を供給区域とする一般送配電事業者

3 ネガワット取引に関する情報：需要抑制契約者


(注1) 当社は、共同利用の目的のために必要な範囲の事業者に限定してお客さまの個人情報を共同利用するものであり、必ずしも全ての小売電気事業者、一般送配電事業者及び需要抑制契約者との間でお客さまの個人情報を共同利用するものではありません。
(注2) 小売電気事業者とは、 電気事業法（昭和39年７月11日法律第170号）第２条の５第１項に規定する登録拒否事由に該当せず、小売電気事業者として経済産業大臣の登録を受けた 事業者（電気事業法等の一部を改正する法律（平成26年法律第72号）の附則により、小売電気事業者の登録を受けたとみなされた事業者を含みます。）をいいます（事業者の名称、所在地等につきましては、資源エネルギー庁ホームページをご参照ください）。
　 (注3) 一般送配電事業者とは、北海道電力ネットワーク株式会社、東北電力ネットワーク株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、北陸電力送配電株式会社、関西電力送配電株式会社、中国電力ネットワーク株式会社、四国電力送配電株式会社、九州電力送配電株式会社及び沖縄電力株式会社をいいます。
　 (注4) 電力広域的運営推進機関とは、電気事業法第28条の４の規定に基づき、電気事業の広域的運営を目的に設置された認可法人をいいます。当該機関の詳細については、電力広域的運営推進機関のホームページを参照ください。
　 (注5) 需要抑制契約者とは、一般送配電事業者たる会員との間で需要抑制量調整供給契約を締結している事業者（契約締結前に事業者コードを取得している事業者を含みます）をいいます（事業者の名称、所在地等については電力広域的運営推進機関のホームページをご参照ください）。

(注6) 「小売供給等契約の廃止取次」とは、お客さまから新たに小売供給等契約の申込みを受けた事業者が、お客さまを代行して、
既存の事業者に対して、小売供給等契約の解約の申込みを行うことをいいます。

(注7) ベースラインとは、需要抑制要請がなかった場合に想定される電力消費量をいいます。
様　式　１
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